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■要旨 

新型コロナウィルス感染症（以下、感染症）の拡大を抑制するため、Social Distancing（社会的距

離の確保、以下 SD）を含む Non-pharmaceutical interventions (以下 NPI)が採用された。これによ

り、これまで日常のことと考えられてきた人と人との接触を通じて形成されてきた経済活動が遮断さ

れる状況にある。 

他方で、年初以降の種々の NPI により日常生活が大きく制約されたことから、これ以上の経済活動

の悪化を避けたい、あるいは「自粛疲れ」から、これまでと同様の NPI を避けたいとの考え方が強い。

このような状況の中で、NPI の経済に対する悪影響のみが大きく喧伝されればされるほど、適切な

NPI が実施できなくなる可能性がある。この背景には、そもそも NPI 実施による感染症拡大の抑制

と経済活動の悪化との費用対効果が定量的に実施されていないことがあるのではなかろうか。 

 

本論では、日本における NPI の浸透状況及び消費に与える効果について検証する。主な結論は以下

の通りである。 

1. 外出自粛要請による外出の減少は、全国的に確認できる。特に、東京都や大阪府が顕著である。 

2. 外出自粛に影響を与えたのは感染状況である。特に、北海道での感染状況が他の地域にも影響を

与えている。また、有名人の死亡ニュースの影響も外出の抑制効果として確認できるが、緊急事

態宣言発出の効果の方が大きいことが確認できる。 

3. 地域別に NPI の状況をみると、NPI の発出時期、その内容が地域毎に大きく異なる。たとえば、

休業要請の状況をみると、中国・四国地域が特徴的である。徳島県や岡山県は未実施であり、愛

媛県、鳥取県、島根県も実質的に未実施といえる。 

4. 各地域の感染状況及び休業要請の期間（NPI の強さ）をもとに、地域毎の SD への影響を確認す

ると、休業期間の長い地域ほど外出の減少幅が大きくなることが示されている。 

5. 日別家計調査（総務省）での消費を「基本的消費」「延期可能消費」「仕事関係消費」及び対面コ

ミュニケーションへの依存度の高い消費（SD 消費）の 4 つに区分して、NPI 発出中の状況を確

認すると、外出自粛で延期可能消費及び SD 消費が大きく減少した。特に、娯楽サービス関連で
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文化的な消費（映画、演劇等の鑑賞）はここ 3 か月の消費がほぼゼロに近い状況にあることが確

認できる。  

6. 消費と人々の外出行動との関係でみれば、外出が 1％減少すると延期可能消費で 0.37～0.44、SD

消費で 0.91～1.04 で有意となっている。概ね SD が１％強化（外出が１％減少）すると、人と人

が接触する必要のある消費は 0.65％程度減少（延期可能消費と SD 消費のウエイトから換算）す

ると試算できる。 

7. 外出状況の水準の高低で見れば、外出率の比較的高い地域では販売額が大きく低下していない。

この点では、NPI への取組で強く実施した地域ほど消費への影響が大きいことが窺える。 

 

国あるいは各地域において、外出自粛要請の到達度は外出状況の前年比伸び率で確認されている。

この点では、外出自粛要請で 80％の外出減少を求められたわけで、その影響を受ける消費がほぼ同等

の減少率となったことを意味する。したがって、どの程度の外出削減により感染症拡大のペースが減

少し、感染拡大による医療崩壊などに波及しないのか地域毎に比較検討する必要があると考える。ま

た、休業要請等、実施すべき NPI を考える必要があろう。たとえば、徳島県や岡山県のように、他地

域からの移動について強く制限を加えることで、自地域内の経済活動を止めない方法も検討される。 

このことを検討できる前提は、NPI の感染症に対する効果を学校や劇場あるいは集会など、個々に

検証することである。単に、外出自粛の数値目標を示すのではなく、感染がどのような場所で生じて

いるのか、その際にはどのような形態であったのかを分析する必要があると考える。 

 

また、感染症に対する対策を検討するために、今回の感染症に対する NPI は詳細な情報を残すべき

である。これは、後の世代への義務ではなかろうか。パンデミックのような感染症への対応は、日々

変動する情報への判断が即座に求められる。しかし、高頻度データや情報であればあるほど、ノイズ

が含まれ適切な判断が難しく、場合によっては誤った判断を導く可能性がある。しかし、誤った判断

を含め、詳細な意思決定過程を残し、今後に役立てるべきではなかろうか。日本でも当時の情報通信

環境を考慮すれば驚嘆に値する情報が残されている。1918 年スペイン風邪では内務省衛生局は「流行

性感冒」（1922 年刊行）として、詳細かつ膨大な資料を残し、当時の NPI 及び都道府県での対応が確

認できる。残念ながら、現在の状況は NPI の決定過程に関する情報などが未整備であり、早急に改善

すべき課題といえる。 

 

1――はじめに 

2020 年初以降、新型コロナウイルス感染症の拡大という想定外のショックが生じた。感染症の拡大

に対して、Social Distancing（社会的距離の確保、以下 SD）が、日本を含む諸外国で採用された対策

である。このようなSDを含む対策はNon-pharmaceutical interventions (以下NPI)と呼ばれている。 

NPI により感染拡大のペースは抑制される一方、世界的に経済活動は急激な悪化を示している。そ

の落ち込みは 1930 年代の世界大恐慌に匹敵するのではと予測されている。このため各国は NPI の緩

和あるいは解除を進めている。しかし、再び、感染症の拡大傾向が確認されるようになり、ドイツや

オーストラリアの一部地域でロックダウン、アメリカ・カリフォルニアでの休業要請、イギリスでの
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公共の場でのマスク着用などの NPI が発出される状況になっており、経済活動がさらに抑制される可

能性がある。 

したがって、感染症拡大の抑制と経済活動の悪化というトレードオフをどのように対応するのかが

重要な政策課題となっている。 

さらに、短期的な課題だけでない。Eichenbaum et al., (2020) は感染症の拡大は短期的なトレード

オフの問題だけでなく、長期的にも経済のパフォーマンス悪化につながると指摘している。また、感

染症当時の世代とその前後の世代とでは世代間の格差を引き起こす原因になるとの研究もある

（Almond, 2006）。 

 

とはいえ、足もとの状況への対応が最重要課題であることには異論はないと考える。感染症の状況

は日々刻々と変化し、我々の経済社会活動に大きく影響を及ぼすからである。他方で、年初以降の種々

の NPI により日常生活が大きく制約されたことから、これ以上の経済活動の悪化を避けたい、あるい

は「自粛疲れ」から、これまでと同様の NPI を避けたい状況にもある。このような状況の中で、NPI

の経済に対する悪影響のみが大きく喧伝されればされるほど、適切な NPI が実施できなくなる可能性

がある。 

この背景には、今回実施された学校の休校、外出自粛要請、企業への休業要請など、それぞれの NPI

の効果が感染症及び経済に対して定量的に検討されていないことがある。特に、NPI の手段の間で効

果が比較検討されたわけではない。NPI が経済に与える効果は、直接的には SD を通じて対面コミュ

ニケーションの中断として波及してこよう。また、感染症収束に対する不透明感からパニック的な消

費や備蓄的な消費行動が確認できる（Chronopoulos et al., 2020 など)。 

 

本稿では NPI を通じた経済活動への直接的な影響について検討する。検討を進めるに当たって、以

下の 2 点を考慮する。 

第１に、今回の感染症に関する先行研究をもとに経済面の影響について整理する。このような場合

には過去の感染症の経験を確認することが必要である。しかし、1918 年のスペイン風邪の元凶である

H1N1 ウイルスは潜伏期間が短く、疑わしい症例の特定や隔離が容易であった点は今回とは異なる

（Correia et al., 2020）。とはいえ、1918 年の NPI の効果に関する先行研究は今回にも適用可能と考

えられるため、1918 年の事例については Appendix にまとめる。 

第２に、高頻度データ（日次ベース）を利用した分析を進める。日次ベースの情報はノイズが多く

含まれ利用は困難なものの、感染症の動きは日々刻々と変化し、感染症への対策はその変化への即座

な対応が求められるからである。NPI の効果についてはモバイル情報（NTT、Agoop 社）から推計し

た国全体及び都道府県別の外出状況を用いる。消費については「日別家計調査」（総務省）を用いて消

費への影響を検討する。家計調査の利点として、財貨だけでなくサービス消費の動向把握だけでなく、

基本的にオンライン消費やクレジットカードを利用した消費など、対面以外の消費も含まれていると

考えられる。ただし、オンライン消費については「家計消費状況調査」で別途品目毎に調査されてい

るので、それも併せて利用する。 
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2――NPIの感染症拡大と経済への効果 

2.1 経済全体への効果 

短期的には、Koren and Peto(2020)は、NPI の実施は対面コミュニケーションの遮断につながると

指摘している。全米で 4900 万人の労働者が対面コミュニケーションに関わる職務に依存しており、

こうした労働者が他者との接触を半分程度削減された場合、賃金の 12％を助成する必要があると指摘

している。この結果、消費を中心に需要が低下することとなろう。また、ロックダウンの影響につい

ては、Inoue and Todo(2020)で、東京をロックダウンした場合の影響を試算している。ロックダウン

の悪影響はサプライチェーンを通じて他の地域に波及する可能性があるとして、東京が 1 カ月間封鎖

された場合、他地域への影響は東京への直接的な影響の 2 倍となり、日本全体で 27 兆円（GDP 比

5.3％）減少につながるとしている。 

さらに、長期的には経済への悪影響が持続すると指摘されている。Eichenbaum et al., (2020) は、

標準的な疫学モデルの拡張を通じて、感染症拡大抑制の経済効果を検討している。短期的な不況と感

染症拡大の抑制というトレードオフに直面するだけでなく、破産コスト、失業の履歴効果、サプライ

チェーンの断絶などの効果を通じて、長期的に経済のパフォーマンスを悪化させる可能性について指

摘している。  

このように、短期的には需要面と供給面の両面から影響を与えることが考えられる。BOE（2020）

をもとに経済への影響をまとめると、図表 1 の通りである。 
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［図表１］NPI の経済に与える影響 

 

2.2 消費への効果 

消費への効果では、Chronopoulos et al. (2020)は感染症を巡る状況の変化が消費行動へ与える影響

について高頻度データ（クレジットカード情報）を基に分析している。具体的には、潜伏期間（1 月 1

日～1 月 17 日）、発生期間（1 月 18 日～2 月 21 日）、熱狂期間（2 月 22 日～3 月 22 日）、ロックダ

ウン（3 月 23 日～5 月 10 日）、警戒期間（5 月 11 日～6 月 18 日）に区分して、熱狂期間以降に裁量

的な消費が減少したことを確認している。また、WHO のパンデミック宣言(1 月 30 日)後、パニック

的な消費及び備蓄的な消費が大幅に増加していると指摘している。 

また、SD により従来の対面でのコミュニケーションを必要とする消費（オフライン消費）からオン

ライン消費へのシフトについて、Relihan et al. (2020)はクレジットカードの使用状況のデータをもと

に、アメリカでの地域の小売店での購買行動でオンライン消費の影響を分析している。地域の小売業

での消費はオンライン消費へのシフトがみられている。特に、食料品や薬局での購入はオンライン消

費がオフラインより 3 倍のペースで増加を見せているとのことである。また、低所得地域の消費者は

オンライン消費の伸びが他の地域より低いことも指摘している。 

日本については、Watanabe and Omori（2020）は日本での感染症拡大によるオンライン消費の動

（注）Bamk of England "Monetary Pokicy Report", May 2020のFigure 1を先行研究での結果を加筆したもの

増幅効果

・不確実性（第2波到来）

・信用，金融状態

家計支出のさらなる削減

・信用制約下のある世帯

による消費の削減

・予備的貯蓄の増加

一時的な需要の減少

・個人消費の抑制

・住宅購入の減少

生産の一時的な削減

・休業要請（命令）

・稼働率の低下

生産のさらなる削減

・低水準の設備投資

・雇用の解雇

・資本の劣化

・倒産

・新規開業率の低下

サプライチェーンの断絶

世界経済の低迷

輸出の低迷
輸入の低迷

・訪日外国人の減少

・原材料などの調達難

諸外国におけるCovid-19と

それを封じ込めるための

公衆衛生対策

（長期の効果）

・企業の倒産

・労働者の失業長期化

・資本設備の更新ペース低下

・サプライチェーン断絶など

の無形資本の喪失

・世代間・所得格差の拡大

Covid-19とそれを封じ込

めるための公衆衛生対策

例：NPI, Social Distance

家計の所得環境悪化

・自宅待機による所得減少

・在宅勤務による労働時間減

企業収益の減少

・生産性の低下の可能性

・労働時間の減少



 

 

6｜               ｜研究員の眼 2020-07-16｜Copyright ©2020 NLI Research Institute All rights reserved 

向についてクレジットカードの使用状況のデータを基に分析している。オンラインとオフラインの両

方を利用していた消費者はオンライン消費のみへ切り替えがみられたこと、オンライン消費をしてこ

なかった消費者は感染症拡大後によりオンライン消費を始めた消費者の割合は危機前と大きな変化は

ないこと、オンライン消費への切り替えは若い年齢層で多いことが確認できたとのことである。これ

らの結果からは、感染症の拡大で消費様式を変更したわけではなく、感染症収束後は再びオンライン

消費は低下するのではと指摘している。 

 

3――日本での NPIの状況 

3.1 日本全体の状況 

Agoop 社による主要駅での滞在人口のデータで確認する。各地域のデータについては、それを含む

都道府県の状況と読み替えて、各地域の人口で加重平均したものを全国として用いる（図表 2）。 

［図表２］外出自粛要請の状況 

 

 

感染の拡大に関する情報が伝わるにつれて徐々に外出が減少し始めている。特に、北海道での非常

事態宣言（2020 年 2 月 28 日）を発出以降、外出は 10％台まで減少している。その後 10％減で推移

したものの、1 日当たりの感染者数が 100 名超え（3 月 27 日）や有名人の死亡報道（3 月 29 日）な

どから減少幅が拡大されるなど、当時の人々の行動が表現されている。SD の変化に影響を与えた要

因に関する実証分析（小巻、2020）では、自地域の感染状況が有意であり、特に北海道での感染状況

が他の地域にも影響を与えている様子が窺える。また、感染症に関するニュースでは、有名人の死亡

ニュースの影響も確認できるが、緊急事態宣言発出の効果が大きいことが確認できる。 

確かに、当時の状況を振り返ると、新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐために人と人との距離
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（出所）Agoop「人流人口」より作成
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をとる Social Distance が注目された。「非常事態宣言」発出（4 月 7 日）に際して人と人との接触機

会を「最低 7 割、極力 8 割」とされ、外出自粛だけでなく人と人の距離を拡大・維持させることが求

められた。こうした状況もあって、緊急事態宣言前後から、スーパーやコンビニなどでは 2m 以上の

距離を持ってレジを待つようになり、電車やバスなどでは一定以上の距離をあけて乗客が利用する状

況が見られた。また、緊急事態宣言解除後でも、飲食業などでは席を空けての入店を求めるなど制限

が加えられている。 

 

3.2 都道府県別の状況 

地域毎に外出状況をみると、大きな違いが確認できる（図表 3）。各自治体では、公立小中高の学校

休業、自治体保有の施設休館など物理的に強制力の高い手段に加え、地域住民への不要不急の外出自

粛の要請（協力依頼と表現する自治体もある）、自地域をまたぐ他地域への移動の自粛、各地域の商業

施設への休業要請、営業時間の短縮などを実施してきた。 

［図表３］都道府県別の外出状況 

 

 

ただし、地域の NPI をみると、実施期間、実施内容は全ての地域で異なっており、一律なものでは

ない。アメリカの都市における NPI の違いと同様に（Hatchett et al.(2007)、Markel et al. (2007)等）、

NPI の取り組みでは大きな差異が確認できる。たとえば、休業要請の状況をみると、中国・四国地域

が特徴的である。徳島県や岡山県は未実施であり、愛媛県、鳥取県、島根県も実質的に未実施といえ

る。ただし、徳島県などでは県外客には入店のお断りを要請する等の対応がみられる。また、首都圏

４都県でも各県ごとに違いがある。東京都と神奈川県は 4 月 11 日にほぼ同じような内容で非常事態

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

20200118 20200128 20200207 20200217 20200227 20200308 20200318 20200328 20200407 20200417 20200427 20200507 20200517 20200527 20200606

各地域の滞在人口（15時時点）

全国 北海道 青森県 岩手県
宮城県 秋田県 山形県 福島県
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県
千葉県 東京都 神奈川県 新潟県
富山県 石川県 福井県 山梨県
長野県 岐阜県 静岡県 愛知県
三重県 滋賀県 京都府 大阪府
兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県
島根県 岡山県 広島県 山口県
徳島県 香川県 高知県 福岡県
佐賀県 長崎県 熊本県 大分県
宮崎県 鹿児島県 沖縄県

（注）各地域の主要駅での1時間当たりの滞在人口をもとに筆者が加工

（出所）Agoop「人流人口」より作成

大阪府

東京都
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措置を実施しているものの、埼玉県は 4 月 13 日、千葉県は 4 月 14 日となっており、飲食店への酒類

提供時間の制限も当初は未実施であった。休業要請の全面解除までの期間でみると東京都・神奈川県

が最長 69 日となっている（図表 4）。 

［図表４］休業要請の状況 

 

遊技場

発出日 全面解除日 期間 時間短縮 酒類提供 パチンコ店

北海道 4月20日 6月1日 42 なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

青森県 4月29日 5月7日 8 なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

岩手県 4月25日 5月7日 12 なし（注） なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇

宮城県 4月25日 5月7日 12 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

秋田県 4月25日 5月15日 20 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

山形県 4月25日 5月15日 20 〇（注） なし 〇 〇 □ 〇 〇 〇

福島県 4月21日 5月24日 33 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

茨城県 4月18日 6月8日 51 〇（注） 〇（注） 〇 〇 〇 〇 〇 〇

栃木県 4月18日 5月16日 28 なし 〇 〇 〇 〇，□ 〇 〇 〇 〇

群馬県 4月18日 5月30日 42 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

埼玉県 4月13日 6月17日 65 なし 19時（4/17～） 〇 〇 〇 〇 〇 〇

千葉県 4月14日 6月19日 66 なし 19時（4/18～） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

東京都 4月11日 6月19日 69 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

神奈川県 4月11日 6月19日 69 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

新潟県 4月22日 5月15日 23 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

富山県 4月23日 5月15日 22 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

石川県 4月21日 6月1日 41 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

福井県 4月25日 5月18日 23 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

山梨県 4月20日 5月15日 25 なし なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇

長野県 4月23日 5月22日 29 〇 〇 〇 〇 □ 〇 〇 〇 〇

岐阜県 4月18日 5月16日 28 〇 〇 〇 〇 □ 〇 〇 〇

静岡県 4月25日 5月18日 23 なし なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇

愛知県 4月17日 6月1日 45 〇 〇 〇 〇 □ 〇 〇 〇 〇

三重県 4月20日 5月15日 25 〇 〇 〇 〇 □ 〇 〇 〇

滋賀県 4月23日 5月15日 22 〇 〇 〇 〇 □ 〇 〇 〇

京都府 4月18日 6月1日 44 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

大阪府 4月14日 6月1日 48 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

兵庫県 4月15日 6月1日 47 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

奈良県 4月23日 6月1日 39 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

和歌山県 4月25日 6月1日 37 なし なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇

鳥取県 5月2日 5月7日 5 なし なし なし なし なし なし なし なし 〇

島根県 5月2日 5月7日 5 なし（注） なし なし なし なし なし なし なし 〇

岡山県 0 なし なし なし なし なし なし なし なし

広島県 4月22日 5月22日 30 〇 〇 〇 〇 なし 〇 〇 〇

山口県 4月21日 5月16日 25 なし なし 〇 なし なし 〇 〇 〇

徳島県 0 なし なし なし なし なし なし なし なし

香川県 5月2日 5月7日 5 〇（注） なし 〇 〇 〇 〇 〇 〇

愛媛県 4月27日 5月11日 14 なし なし 〇（注） なし なし なし なし 〇（注）

高知県 4月24日 5月7日 13 〇 〇 〇 なし なし なし なし なし

福岡県 4月14日 6月19日 66 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

佐賀県 4月22日 5月21日 29 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

長崎県 4月25日 5月16日 21 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

熊本県 4月22日 5月21日 29 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

大分県 4月24日 5月11日 17 なし なし なし なし なし なし なし 〇

宮崎県 4月25日 5月11日 16 なし なし 〇 なし なし なし なし 〇

鹿児島県 4月25日 5月15日 20 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

沖縄県 4月23日 5月21日 28 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

宿泊施設 運動施設
スポーツク

ラブ等

なし

なし

飲食店
遊興施設 劇場等

休業要請期間

（注）

①緊急事態措置として最初にとられたものを〇で表示している．ただし，都道府県により施設の範囲が異なるため，大きな区分として確認したものと

なっている．

② 飲食店の酒類提供時間についてはその後追加実施されたものは日時を記載している．なお，その後の緩和措置は記載していない．

③旅館施設は集会用に供する場合は〇，宿泊に対する要請は□をつけている

④パチンコ店については特に指定して要請を行った場合に〇を付けている．

⑤各地域での注をつけている内容は以下の通り

・岩手県は飲食店では「接待飲食等営業店」のみ対象としている

・山形県，香川県は飲食店等に対し、夜間営業（20時以降）の自粛要請している

・茨城県は飲食店への要請を4月22日以降ガイドラインの順守を前提に解除している

・島根県は複合型カフェ１店舗に対し施設の使用停止（休業）を要請している

・愛媛県は遊興施設，遊技施設について５月11日以降は県の定める感染防止対策を講じる場合は対象外としている．

（出所）各都道府県の公表資料をもとに作成したもの
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ここでは、各地域の感染状況及び休業要請の期間（NPI の強さ）をもとに、地域毎の SD への影響

を確認すると、休業期間の長い地域ほど外出の減少幅が大きくなることが確認できる（小巻、2020）。

この点は、SD の水準が高いほど感染症の拡大の抑制につながっているならば、先行研究（Hatchett 

et al.(2007)、Markel et al. (2007)等）と同様の結果とみることができる。 

 

4――日本の消費行動の状況 

4.1 家計の消費行動と SD との関係 

日本では日次ベースで詳細な家計消費動向に関するデータが利用可能である。家計調査の消費支出

には「こづかい（使途不明）」、「交際費」、「仕送り金」が含まれているため、それを除外したものを「実

消費支出」とする。その上で、 BOE（2020）にしたがって基本的消費、延期可能消費、仕事関係消

費及び Social Distance 消費（以下、SD 消費）の４つに区分する。それぞれの割合はほぼイギリスと

同様であり、諸外国でも日本と同様の影響を受けている可能性も示している（図表 5）。 

［図表５］消費の区分 

 

 

まず、４つに区分した消費動向を確認すると、延期可能消費及び SD 消費が大きく減少している一

方で、基本的消費は逆に増加傾向を維持していることが確認できる（図表 6）。 

 

 

 

 

日本 イギリス

基本的消費
48.5% 51.0%

延期可能
27.8% 23.0%

仕事関係
2.6% 7.0%

Social Distance
21.1% 19.0%

（注）

消費区分・名称は，BOE（2020）を基に同様の区分に振り分けたもの

①基本的消費：食品，飲料，学校給食，家賃・地代，光熱・水道，保健医療，通信，たば

こ，医療保険料，介護サービス

②延期可能：設備修繕・維持，家具・家事用品，被服及び履物，自動車等関係費，教養娯楽

財，理美容用品，身の回り用品

③仕事関係：交通

④Social Distance：外食，教育，観光，教養娯楽サービス，理美容サービス，その他諸雑費

（出所）BOE（2020）”Monetary Policy Report, May 2020", 総務省「全国消費実態調査

（2014）」
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［図表６］消費の状況 

 

 

基本的消費は感染症の拡大が意識し始められた頃から増加基調にある。消費の内訳をみると、

Chronopoulos et al. (2020)が指摘するようなパニック的消費は「マスク」の購買行動として顕在化し、

パスタや乾麺・カップラーメンが備蓄的な消費として増加している（図表 7）。 

［図表７］パニック的な消費と備蓄的な消費 

  

 

延期可能消費が 3 月以降減少基調となり、5 月の連休にかけて 20％を超える減少を示している。そ

の後、非常事態宣言の解除などから被服・履物関連の消費や外食関連の消費は回復傾向も確認できる。

しかし、SD 消費では娯楽サービス関連で文化的な消費（映画、演劇等の鑑賞）はここ 3 か月の消費

がほぼゼロに近い状況にあることが確認できる。また、この期間に、外食産業を中心に倒産が多数生

じており、仮に経済活動が回復しても、後戻りできない状況になっている（図表 8）。  
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［図表８］延期可能消費と Social Distance 消費（個別の状況） 

  

 
 

 

4.2 消費への効果（推計結果） 

消費と人々の外出行動との関係を確認する。ここでは、月次ベースの統計データで外出状況と消費

との関係性を確認した上で、日次ベースのデータに適用して日々の影響を確認する。モバイルデータ

（NTT データ）については月次平均し、オフライン消費者の代理変数とみなす。Watanabe and 

Omori(2020)や Relihan et al. (2020)での分析に示されたオフライン消費に該当するものである。家計

調査（月次）とモバイルデータとの関係について 2019 年 1 月～2020 年 4 月まで推計した結果が図表

9 である。 

延期可能消費で 0.37～0.44、SD 消費で 0.91～1.04 で有意となっている。両者の消費ウエイトで換

算すると、概ね SD が１％強化（外出が１％減少）すると、人と人が接触する必要のある消費は 0.65％

程度減少すると試算できる（図表 9）。また、2020 年 4 月までの推計結果を日次ベース SD の実績を

外挿して 5 月の日次ベースの SD 消費をどの程度予測できているのをみると、かなり再現されている

（図表 10）。 
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［図表９］ SD の消費に与える影響（推計結果） 

 

 

 

 

 

 

 

（ネット消費除き）

係数 標準誤差 決定係数

実消費支出 0.36 0.04 0.36

基本的消費 -0.12 0.02 0.07

延期可能消費 0.44 0.08 0.16

Social Distance消費 0.91 0.09 0.65

（調整なし）

係数 標準誤差 決定係数

実消費支出 0.35 0.04 0.34

基本的消費 -0.15 0.03 0.13

延期可能消費 0.37 0.08 0.10

Social Distance消費 1.04 0.10 0.68

（注）

①消費区分・名称はBOE（2020）を基に家計調査品目別

データを以下のように区分したもの．

1）基本的消費：食品，飲料，学校給食，家賃・地代，光熱・水道，

保健医療，通信，たばこ，医療保険料，介護サービス

2）延期可能：設備修繕・維持，家具・家事用品，被服及び履物，

自動車等関係費，教養娯楽財，理美容用品，身の回り用品

3）Social Distance：外食，教育，観光，教養娯楽サービス，理美容

サービス，その他諸雑費

②ネット消費除きは，「家計消費状況調査」でのインター

ネットを利用した支出分を差し引きしたもの．

③推計期間は2019年3月～2020年4月．

④説明変数はモバイルデータによる各地域の15時時点の滞

在人口を人口で統合したデータを用いている．

（出所）NTT「モバイル空間統計」，総務省「家計調査」

「家計消費状況調査」，BOE（2020）”Monetary Pol icy 

Report, May 2020
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［図表 10］消費への影響（外挿結果） 

 

 

4.3 地域別消費と SD との関係 

47 都道府県の消費動向は月次ベースで動向を確認できる1。ここでは商業動態統計の県別データと

SD との関係をみた。日次ベースの SD を月平均にて算出して、各地域の販売額との関係を推計する。

SD が 1％変動すると百貨店・スーパーの販売額は 0.48％程度低下することがわかる。この結果は家

計調査での推計結果程度と大きな差異はない。しかし、SD の水準の高低で見れば、外出率の比較的高

い地域では販売額が大きく低下していない。この点では、NPI への取組で強く実施した地域ほど消費

への影響が大きいことが窺える（図表 11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 都道府県の消費動向は POS データを集計した日本経済新聞「CPInow」及び JCB クレジットカード使用状況を集計した

「JCB 消費ナウ」が利用可能である。 
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［図表 11］地域の販売額への影響 

 

 

5――まとめ 

感染症による経済活動の悪化は、過去の経済ショックとは大きな相違がある。経済の悪化原因は、

需要と供給のサイクルの不一致（需給バランスの悪化）から生じたものではなく、1998 年の金融危機

や 2008 年以降のリーマンショックで問題とされた金融面（信用）での機能不全でもない。また、大

地震や異常気象等の自然災害による一部地域の経済機能の不全やサプライチェーンの寸断とも異なる。 

今回の経済活動の落ち込みは先行研究でも示される通り、Social Distancing（社会的距離の確保、

以下 SD）にある。これまで日常のことと考えられてきた、人と人との接触で通じて形成されてきた経

済活動が遮断される状況である。 

感染症が生じた時点では不透明感が強く、どのような対策であっても迅速なものが是認されてきた。

しかし、今後については、NPI における費用対効果を検証した上での対応でないとなかなか支持され

ないのではなかろうか。 

にもかかわらず、今回の NPI の感染症拡大の抑制への効果については、ほとんど実施されていな

い。3.2 節でみたように、地域毎に NPI に対する対応は異なっている。こうした対応が地域での感染

症の拡大にどのような影響を与えたのかを確認する必要がある。たとえば、 1918 年スペイン風邪で

のアメリカの事例では全米の都市ごとに異なった NPI が実施され、NPI が早期かつ持続的な実施の

場合感染症対策としても、その後の経済活動にとっても有効なものとなることが示されている

（Appendix 参照）。 
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さらに、感染症に関する情報やデータの整備ではなかろうか。特に、今回の感染症を巡る状況の推

移及び対応策に対する情報は全て残す必要があると考える。Appendix で整理したように、1918 年の

スペイン風邪に関しては、情報通信機器やパソコンのような機器がない中で、過去の事例研究が可能

となるデータが存在している。日本においても内務省衛生局から『流行性感冒』（1922 年）が刊行さ

れている。その内容は、国内における感染症拡大の推移だけでなく、各都道府県の NPI について時系

列で詳細に記録されている。 

今回、47 都道府県の NPI の状況を調査する際、地域によっては過去の情報が入手しづらいところ

もあった。日本では「地方分権」の原則から都道府県のデータ集計が実施されない場合が多いが、日

本以上に地方分権の進むアメリカでは中央政府がデータ整備をおこなっている。国の積極的な関与が

必要ではなかろうか。 
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Appendix：1918 年スペイン風邪におけるアメリカの NPI と感染症拡大の抑制効果 

 

Hatchett et al. (2007) 及び Markel et al. (2007) はアメリカの主要都市での NPI の実施状況をも

とに分析を行っている。利用データは Center for Disease Control’s (CDC) Mortality Statistics tables

や US Bureau of the Census、” Weekly Health Index” 等の公式統計の他、当時の新聞報道である。 

Hatchett et al.(2007)によれば、H1N1 ウイルスの第 2 波（1918 年秋頃）に対して、アメリカの 17

都市では、感染症の隔離政策、学校・劇場・教会などの閉鎖及び、イベント等の禁止措置等が実施さ

れている。他方で、休業要請を実施した都市は少なく、営業時間の調整や交通機関での混雑緩和ルー

ル作成など、人々が集中しないような政策が実施されている（付録図表左側）。NPI のタイミングや実

施内容で、セントルイスとフィラデルフィアを比較検討し、セントルイスの方が死亡率が抑制された

としている。フィラデルフィアでは 1918 年 9 月 17 日に最初の感染者が報告されたが 9 月 28 日の大

規模な市民集会・パレードを当局は許可した。その後も感染症が広がりをみせたにも関わらず、10 月

3 日まで NPI は実施されなかった。つまり、最初の感染者報告から 16 日後に実施された。セントル

イスは最初の感染者は 10 月 5 日に報告されたものの社会的距離の確保を意識した NPI が 10 月 7 日

には実施された。こうした 2 つの都市の対応で、各都市の感染症による死亡率で大きな差異が生じた

と指摘している。 

Markel et al.(2007) は全米 43 都市の NPI の効果を検証している。当時の NPI を「学校休校」、「集

会の禁止」及び「検査と隔離」の３つのカテゴリーに分類して、全ての都市はこの内少なくとも 1 つ

を採用している。43 都市で最も多く採用された組み合わせは「学校休校」と「集会禁止」である。こ

の組み合わせを早期に実施した都市では死亡率のピーク到達が大幅に遅れ、ピーク死亡率が低いと指

摘している。また、NPI の実施期間は 1 カ月以上が多いが、中には 16 週間実施している都市もみら

れる。実施期間と死亡率との関係では実施期間が長いほど、死亡率が低くなる関係も確認できるとし

ている（付録図表右側）。また、Bootsma and Ferguson,(2007)は全米 16 都市のデータを基に、NPI

のタイミングや実施期間を中心に検討している。Markel et al. (2007)と同様に、サンフランシスコ、

セントルイス、ミルウォーキー、カンザスシティー等、流行の早い段階で NPI を導入した都市ほど、

より長く NPI を実施した都市ほど、ピーク死亡率が大幅に削減されたとしている。 

このように、アメリカの事例では NPI の早期かつ持続的な実施が感染症対策として有効なものとな

ることを示している。 

経済への短期的な効果では、感染症拡大の抑制効果と同様に、早期かつ強力な NPI を実施した都市

が、そうでない都市に比べてより強い経済成長に復帰したとの指摘（Correia et al., 2020）がある。

ただし、長期的にはアメリカの世代別のデータを用いた分析ではパンデミック時に幼児（胎児）であ

ったコーホートは他と比較して、教育水準の低下、収入水準の低下、社会経済的地位の低下、社会的

な移転の増加等、世代間の格差を引き起こす原因と指摘する研究もある（Almond, 2006）。 

 

 

 

 



 

 

17｜               ｜研究員の眼 2020-07-16｜Copyright ©2020 NLI Research Institute All rights reserved 

 

付録図表 
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